
評価書（個票）
	事務・事業名
	児童福祉司に係る養成、講習

	担当課

　　（担当課長）
	雇用均等・児童家庭局

総務課
（総務課長　伊藤 善典）

	根拠法令等
	児童福祉法（昭和22年法律第164号）
第13条第２項第１号


	類　型
	講習研修

	
	
	指定等の形態
	指定

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
　昭和26年に社会福祉事業法の制定に伴う児童福祉法の改正により、児童相談所では高度に専門的な知識と技術を必要とするケースを、福祉事務所ではその他の一般軽易なケースを取り扱うこととなったため、児童相談所の職員である児童福祉司の専門的資格が必要であることから、本規定を含めた児童福祉司の資格について創設された。
○事務・事業の内容

　・厚生労働大臣の指定を受けた児童福祉司を養成する施設、講習会において、
児童福祉司に係る養成、講習を実施。

	事務・事業の
目的
	　児童福祉司について専門的資格が必要であるため


	
	関連する
政策目標
	施策大目標Ⅲ－１
　　　　　　新たな子ども・子育て支援のための制度の構築を推進し、子ども・

子育て支援施策の充実を図る

施策中目標Ⅲ－１－５

　　　　　　児童虐待防止や配偶者による暴力被害者等への支援を充実する

	
	関連する
業績指標
	　－

	
	指標の
目標値等
	　－

	法人の指定等
の状況
	別紙のとおり。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし。

	料金等・積算根拠
	別紙のとおり。

	事務・事業の実績
	○実績（平成２２年度）
　・指定を受けた施設（学校法人１件）
　　定員８０名（第１、第２学年生合計）、現員７９名（第１、第２学年生合計）
　・指定を受けた講習会（社会福祉法人１件）
　　受講者数８１名

	国からの補助金等
	○補助金・委託費等（平成２２年度）：
　・指定を受けた施設

　　なし。
　・指定を受けた講習会
　　２，０８７千円

※児童福祉司通信教育費：児童福祉司の人材養成を通信制により実施。

	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	○　児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「規則」という。）第６条の８第４項に基づき、地方厚生局長に提出される実績報告や児童福祉司通信教育費に係る補助金の実績報告を確認し、事務・事業の検証を行っている。

	事務・事業の必要性等・有効性
	●事務・事業の必要性・妥当性
ケースワークを行うなど児童虐待等のケースの対応において中心的役割を果たす児童福祉司については、国として、その質の一定水準を確保する必要があるが、そのためには、養成、講習の質について、一定の水準を確保することが必要であり、妥当である。
また、児童虐待の防止等に関する政策評価書（平成24年1月総務省）において、「児童福祉司及び市町村担当者の資質の向上」について勧告されている。
●事務・事業の有効性

　児童福祉司の養成、講習の実施に当たり、その質の一定水準を確保することにより、児童福祉司について、その質の一定の水準を確保することが可能となり、児童福祉司による児童虐待等のケースへの対応の水準を維持することができることから、有効である。

	事務・事業の執行体制の妥当性
	○指定等を行う妥当性

　児童福祉司の養成、講習の実施に当たり、一定水準の質を確保するためには、児童福祉司の養成、講習を、厚生労働大臣が指定する施設、講習で実施することが妥当である。
○事務・事業実施主体の適格性

　　指定のための申請に必要な事項は、規則第６条の３第１項各号で明示され　　　　　ている。指定については、規則第６条の８第１項の規定に基づき、学校又は施設の設置者が申請書を地方厚生局長へ提出するものであり、特定の法人に限定されているものではない。

規則第６条の８第２項の規定に基づき、指定養成施設から地方厚生局長に対し、教科科目、収支決算等の状況を報告させることにより、実施主体としての適格性を判断している。規則第６条の８第２項の規定による指導に従わないときは、同条第３項の規定に基づき、その指定を取り消すことができることから、適正な事業の実施は担保されていると言える。

	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）
	●　児童虐待等の対応において中心的な役割を果たす児童福祉司について、その質の一定の水準を確保するため、本事務・事業は今後とも必要である。

	備考
	


別紙
合計２法人
○指定を受けた施設

　・学校法人（１法人）
・更生援護機関（２機関）

	法人名
	指定等の時期
	連絡先（ＴＥＬ）
	料金等・積算根拠

	学校法人（１法人）

	上智社会福祉専門学校社会福祉専門課程児童指導員科
	昭和57年
４月１日
	03－3238－3021
	特になし。

	更生援護機関（２機関）

	国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局秩父学園付属保護指導職員養成所養成部児童指導員課
	昭和39年
10月５日
	04－2992－4137
	特になし。

	国立武蔵野学院附属児童自立支援専門員養成所養成部
	昭和40年
３月４日
	048－878－1260
	特になし。


○指定を受けた講習会

　・社会福祉法人（１法人）

	法人名
	指定等の時期
	連絡先（ＴＥＬ）
	料金等・積算根拠

	社会福祉法人（１法人）

	全国社会福祉協議会

児童福祉司資格認定通信課程
	平成13年

３月30日
	048－858－1355
	特になし。












